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め全国からスクールカウンセラー（以後 SC）が派遣されるようになっている．  
























































































































































以下 ICS）がある．本論文では，第 6章において，ICSの枠組みに照らし合わせて実際の SC派遣体













































図 1-1 第 1章で述べた派遣スクールカウンセラーの実際 
      
 
   
             
   
     
      
         
       
      
     
              
           
      
     
     























図 1-2 第 2章から第 6章における実態の分析により明らかになった 
派遣スクールカウンセラーの支援に関する課題 
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下では SC と略称する）の受援体制に注目する． 





ー方式で SC が派遣された． 
 本章では，被災後の心理的ケアを行う専門家派遣のうち，特に SC に注目し，災害時の派遣










る派遣 SC など人的支援について，自治体業務継続計画（以下 BCP と略す）ではどのように
記載されているか，具体的記載についても注目する．分析に用いた資料はこころのケアに関
するマニュアル 4 種類（文献 3～6），地方公共団体の災害時受援体制のガイドライン，BCP，
受援体制に関する検討会資料 4 種類（文献 1，7～9），支援・受援活動の報告書資料 5 種類
（文献 10～14）である． 










が重要か，③受援の際，留意する課題は何か，の 3 点が明らかになるのではないかと考えた． 
調査は 2016 年 5 月～7 月に徳島県臨床心理士会を通して，熊本県に派遣された SC 9 名のう
ち 6 名を対象に，面接方式で調査を行った．2016 年 9～12 月に行い，平均時間は 64.5 分（最
短 55 分，最長 80 分）である．調査対象人数が少ないため，発言記録を分類，分析し，課題を



































   
図 2-1  支援目的と業務内容の明示イメージ 
図 2-1 で示される文献 
（A：ガイドライン 1)  B：徳島県 BCP7) C：検討会資料８) 
D：全国知事会活動報告 9） ａ：こころのケアチームマニュ
アル 3)  ｂ：ひょうご DPAT マニュアル 4)  ｃ：こころの
ケアハンドブック 5)  ｄ：災害後の心のケア 6)    ⓐ：熊




























表 2-1 文献における，支援者および受援側の受援に関する記述例 
































































遣」の 2 種類の形態があることを理解 
人的・物的資源の流れと応援側・受援側の役割を
理解しておくべき 






























































   
地域診断を行い，心理的支援を行うための仕組み
を作る 
   
現場のニーズを汲み上げ，情報共有，活動の微調
整をする 
   
専門的支援スキルを持った臨床心理士の活動体
制を整える 




































「災害支援の派遣 SC であるが，『SC が来た』と平時の SC 業務を期待された．通常業務は派
遣 SC が行うことは控えて，紹介などで対応した」「フィードバックは個々にせず，派遣 SC




























   
















































２．４ 提案 派遣 SC のためのアクションカードの活用 
 2017 年 3 月に内閣府 1)から受援体制に関するガイドラインが出たばかりであり，また，現







































図 2-3 災害時アクションカードの例  
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図 3-1 質問に対する回答の平均値 



























1) 文部科学省：生徒指導提要，平成 22年 3月（2017年 7月 20日閲覧） 










図 4-1 個人レベルの反応,集団レベルの反応から 










































表 4-1 緊急事態のストレス反応 
 




































































 東日本大震災や熊本地震など大規模災害時に，外部支援の受援体験者に対して，表 4-3 の
ようにインタビューを行った． 
 調査１として東日本大震災における受援体験者 3 名に，調査 2 として熊本地震における受援
体験者 3 名に，外部からの SC 支援に関する率直な意見を求めた． 








表４-2 支援者のストレス反応  
   


















表 4-3 受援体験者に対するインタビュー 
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表 5-1 被災地支援に関する調査 
    
 対象者 全 47 都道府県にある臨床心理士会  
 調査数 47 団体のうち，20 団体から回答（回答率 42.6％）  








  ＊｢あり｣の場合，関わった地域・時期（自由記述)  
 参加条件の有無  
  ＊｢あり｣の場合，その条件(複数回答可)  
 派遣された支援者への後方支援の有無  
  ＊｢あり｣の場合，その内容(複数回答可)  
 派遣に関わるコーディネーターの有無  
  ＊｢あり｣の場合，人数，決まり方，費用弁償  
           担った役割(複数回答可)  
 コーディネーターの必要性について  
 コーディネーターの役割，重要な点等（自由記述）  
 被災地支援について（自由記述）  
 受援について（自由記述）  

























ころ，緊急派遣 SC 関連が 20（100％），DPAT 関連が 2（10％），その他 8（40%）であった．
支援にかかわった災害は 2011 年東日本大震災 18（90%），2016 年熊本地震 15（75%），2018
年西日本豪雨 4（20％），その他 2（10%）であった． 
支援者の参加条件は，回答団体全てで設けられ，その内容は，図 5-1 に示す通りである．
「臨床心理士の有資格」は全ての団体で条件とされ，SC 勤務経験 11（55％），これまでの被
災地支援経験 4（20%），これまでの研修受講経験 2（10％），臨床心理士以外の資格は 0
（0%），その他 3（15%）であった． 
５．３．２ 派遣された支援者への後方支援について 
この項目は無回答 2 があり，有効回答は 18 である． 
 
 


















































コーディネーターの人数に関しては，図 5-3 に示す． 
3 名以上が 5 団体（25％），2 名が 3 団体（15%），1 名が 9 団体（45%）であり，コーディ
ネーターがいなかった団体が 2（10％）であった ．1 名から 2 名に増員したという回答の団体
が 1（5％）であった．  
コーディネーターがいたという 18 団体 にその決定時期について質問すると，コーディネー
ターと明示されないがその役割を担ったという団体が 9（50％），事前にコーディネーターが

















図 5-4 コーディネーターの費用弁償 
（N＝18）   
支払いなし, 14
派遣ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの役割として定額, 3 その他, 1




















































































示したが，全体の約 8 割が支払いのないボランティア状態である． 
コーディネーターの必要性については，全団体で必要と回答された．必要で重要な役割で
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領,2014,https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite 



































































ューを通じて，派遣 SC の受け入れに関する実態把握する．それらを，ICS の機能に照らし合
わせて検証し，外部支援の受け入れ体制について分析した． 
実態把握に用いた資料は，熊本市 5)，熊本県教育庁 6)の報告，日本臨床心理士会ガイドライ
ン 7)，三重県臨床心理士会８)の報告，熊本市養護教諭会 9)の活動報告，熊本県臨床心理士会 10)
の災害支援対策報告である． 
インタビューは，熊本市において，派遣 SC の受け入れ調整に関わった 3 名の教育関係者














熊本地震は 2016 年 4 月 14 日に前震，4 月 16 日に本震，その余震が多く発生した．4 月 14
日から翌 2017 年 3 月 31 日までの最大震度 1 以上の地震発生回数は 4284 回観測されており，
20日までの 1週間で 2471回観測され，約 6割が集中している．本震発生 16日は，1日で 1223 
 




調査人数 3 名（教育委員会 1 名，臨床心理士会 2 名） 
調査時期 2017 年 12 月 
方法 半構造化面接 













表 6-2 地震発生後の学校の状況（1） 
  
  
      
 









4 月 15 日～
休校 
 




避難所対応 4 月 17 日；災害本部立ち上
げ，災害対策会議（第 1 回） 
  
 4 月 14 日に学校施設に開設 
（小中 137 校中 135 校） 
不安，不眠，食欲不振／イライラ
／家に帰りたがらない 
被害状況の把握確認と整備 4 月 23 日；災害対策会議
（第 2 回） 
  




















   体調不良（腹痛，頭痛，腰痛） 5 月 1 日；緊急支援研修会
（第 1 回） 
  
   




健康診断の日程変更調整，連絡 5 月 1 日；九州ブロック災害
対策会議（第 1 回） 
  
     環境衛生・管理   
   
学校再開前までに避難所を終了
した学校は 95（約 7 割） 
保健室経営（整備，備品確認，健
康診断関係準備） 
5 月 1 日；災害対策会議（第
3 回） 
  









5 月 11 日
（水）    
21 校の拠点中学校を中心に熊本
市 SC30 人が配置され，あわせ
て対象中学校の 21 校中 12 校に
ついては，学校心理士会のボラ
ンティアが配置 
<学校での様子＞ 環境衛生･安全点検･水質検査     
 
・登校しぶり             
・保護者同伴での登校             
・睡眠不足，一人で眠れない      
・一人になるのを嫌がる       
・揺れや音に敏感         











養教諭と連携）          
5 月 15 日；緊急支援研修会   
（第 2 回） 
 
 
5 月 13 日
（金） 
第 1 回調査(5/13)より， 
カウンセリングが必要な児童生
徒数 2143 人 
 
 
 5 月 16 日
（月） 
熊本市 SC30 人と 29 校に九州か
らの緊急 SC 配置 
・学校に行けるのを安心した様
子．   学校に安心感を持つ        
下校してもなかなか自宅に帰りた
がらない              
・多動傾向の児童の増加       
・地震の話をする           
















    
 
5 月 18 日
（水） 
   
 
         
 
  熊本市 SC30 人と緊急 SC31～32
人 
・地震の話題が少なくなる     
・不安傾向などの症状の継続する
子供の固定化             
・地震速報ごっこや震災遊び     
・余震におびえる子の減少        
・落ち着きを少し取り戻す     
・ケガ，喧嘩での保健室来室が多






























   
 
 
6 月 17 日
（金） 









   
 
   
第 2 回調査(6/3)より， 
カウンセリングが必要な児童生
徒数 1834 人 
     
 
 
6 月 20 日
（月） 




れている感じ               
・母親からまだ離れられない      
・再度震度 5 地震で震えが止まら
なくなる              
・この時期に初めて不安傾向が出















                   
保健室経営（健診準備と実施，プ
ール点検，講習受講等） 
   
 
 
7 月 22 日
（金） 
第 3 回調査(7/7)より， 
カウンセリングが必要な児童生
徒数 1159 人 
   
 
  







回におよび 1 時間に 50 回以上地震が起こっていたことになる． 












校ごとに対応し，5 月 10 日より前に再





地震発生 0 日  1 週    1 ヶ月 
      避難所開設     学校再開 


































































表 6-3 地震発生後の学校の状況（2） 
  
  
     
 








 8 月 29 日
（月） 
熊本市 SC30 人と 58 校へ緊
急 SC15 人が配置 
・夏休み明けは保健室来室多数                 
・8～9 月は落ち着きなく，ケガ
での来室が増えた            
・強めの余震があると不安定な
子がいる（過呼吸，失禁，イラ
イラ，地震ごっこ）               
・アンケートや健康調査などか
ら，新たに敏感な傾向の子が出















 10 月 7 日
（金） 
第 4 回調査(9/21)より， 
カウンセリングが必要な児童
生徒数 828 人 
連携，組織活動（学校保健委員
会，小中連携，医療機関連携） 
   





 10 月 17 日
（月） 
熊本市 SC30 人と 51 校へ緊
急 SC6～9 人が配置 
      
 
 ～       
 
 
12 月 2 日
（金） 
第 5 回調査(7/7)より， 
カウンセリングが必要な児童
生徒数 602 人 
      
 
 12 月 5 日
（月） 
熊本市 SC30 人と 20 校へ緊
急 SC4 人が配置 
      
 
 ～       
 
 12 月 16 日
（金） 
       
 1 月 16 日
（月） 
熊本市 SC30 人と 24 校へ緊
急 SC4 人が配置 
      
 
 ～       
 
 3 月 10 日
（金） 
第 6 回調査(2/23)より， 
カウンセリングが必要な児童
生徒数 465 人 
      
 
   
平成 29 年度全中学校区に熊
本市 SC を配置（予定） 
       
  










被災状況は，熊本市全 148 校（小学校 95 校，中学校 42 校，高等学校 2 校，幼稚園 8 園，専
修学校 1校）が被災した．発災後，市立小・中・高等学校 139校を避難所として開設し，避難
者最大 11 万人のうち約 6 万人が学校施設に避難した．しかし，緊急点検の結果，小・中学校
24 校の体育館については被害があり使用禁止となったため，避難先が学校から他の施設に移
転されたところもあった． 
児童生徒の安否確認は，前震直後 15 日から行われ，4 月 22 日時点の最終集計によると骨折
等重症 8 人，軽傷は 67 人であった． 





SC の配置は，熊本県臨床心理士会との協議や熊本市 SC 連絡協議会における意見等を踏まえ
て進められた．5 月 11～13 日には日本学校心理士会から，5 月 16～18 日には九州内各県臨床










ようになる．それを図に示したのが図 6-2 である． 
熊本地震後の学校再開は 5 月 10 日であった．発災後約 4 週間で通常教育が再開され，復
興・復旧期に入った． 
６．３．２ 派遣 SC の配置状況 







翌週 5 月 16 日（月）から外部か
らの派遣 SC が市 SC 30 名とともに




         4/14  4/15～         5/10   5/11 
地震発生 避難所開設   学校再開 心のケア 
                   安全対策など 
学校再開準備 
  
図 6-2 熊本地震における学校の危機対応の流れ 












の派遣 SC が配置された． 
5 月 23 日（月）以降，全国からの
派遣 SC が市 SC 30 名とともに配置さ













に，平時の市 SC に加えて派遣 SC が必要であった． 
６．３．３ 支援側の状況 
熊本地震では，日本臨床心理士会が，熊本市教育長からの依頼を受け，各都道府県臨床心
理士(県士会)を通じて派遣 SC を取りまとめた．派遣は，各県士会内のリレー方式で行った． 

















関，派遣 SC との連絡調整を行った． 
 具体例として，三重県士会の報告 8)を用
いて記す．4 月 25 日に日本臨床心理士会
からの要請を受け，県内心理士を募集，
人選し，5 月 2 日に派遣 SC を決定した．
 
地震発生  0 日 3 日 1 週  1 ヶ月   半年 
熊本地震の場合 4/14       5/10    夏休み明け 
        避難所開設    学校再開  派遣 SC 継続 
 
 
図 6-3  熊本地震における学校の危機対応と 
心のケア 









































基に，6 月下旬に SC 派遣校が大幅変更された． 
 支援側県士会はフェーズの変化を理解し，派遣 SC へのバックアップも現地の判断・指示に
よる任務遂行に有効であるよう努めなければならないだろう． 
（3）派遣 SC 










SC の情報交換ミーティングが行われた．このミーティングは，派遣当初は全員による 30 名以
上の大グループであったが，夏休み以降は小グループに分けて構成されるようになった．こ








































 インタビューによると，派遣 SC の担当者である市教委の教育相談室長は，すべての責任者
であるという立場であり，「いざという時は引き受ける」という認識であった．危機対応マ
ニュアルはあったが，想定外のことが起きたら対応しきれず，臨機応変が必要だった． 
 全国からの派遣 SC の受け入れ準備，到着後も対応に追われた．限られた職員で業務量は非
常に多い状態であり，体調を崩した職員もいた．想定外のことで，受援に関するシステムは
なかったという． 









































６．４ 緊急 SC 派遣に関する ICS の観点
からの分析 
 熊本市への緊急 SC 派遣に関して，ICS
の機能に照らし合わせて分析する． 











 カウンセリング   【熊本地震の場合】 
全体を見て寄り添う 
               ＝「ぷらぷらといる」 
  
図 6-4 熊本地震における学校という場のケア 

















































督できる部下数は 3～7 人，できれば 5 人以下が望ましい 3)という統制範囲の原則が保たれる
ことで指揮一元化が守られるとされる．そして，統制範囲を超えた場合は，統制範囲の原則
に基づいて組織を垂直拡大させる必要がある． 
６．４．２ ICS の災害対応 5 部門にあてはまる派遣 SC の受け入れ体制 









括支援に近い役割を果たしたと考えられる．そして，実行部門は派遣 SC・市 SC である．また，
派遣 SC活用のコーディネーターを行った養護教諭は，学校内で SCが業務を行うための具体的
なサポートを行ったことから，実行部門に含まれると考える．これらの役割を，災害現場と


































図 6-7 となり，明示できる． 





































































熊本市への緊急 SC 派遣に関して ICS の機能に照らし合わせて分析した結果，外部からの支
援を受け入れる留意点として，次の 3 点が指摘できる． 














 熊本地震における緊急 SC 派遣体制について，報告資料と外部支援受け入れ調整に関わった
担当者へのインタビューをもとに，ICS の機能に照らし合わせて分析した． 
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図 7-1 本研究で明らかになった派遣スクールカウンセラーの支援に関する課題と対策 
   
   
           
         
       
      
     
  
      
    
  
    
     
  
    
    
              
       
       
            
             
     
              
              
              
             
            
     
              
            
         
     
        
  
           
  
       
       
           
           
  
         






































図 7-2 災害時におけるスクールカウンセラー派遣に関する支援体制構築の提案 
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